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Ⅰ 一 般 事 項 

１．第１回理事会 
令和７年５月３０日、１０時３０分から令和７年度第１回理事会を開催 
（１）議決事項 

  第１号議案 令和６年度事業報告及び収支決算の承認に関する件 
  第２号議案 顧問の選任に関する件 

第３号議案 定時評議員会の招集に関する件  
（２）その他 

１．職務執行状況報告 
 

第１回理事会における第２号議案（顧問選任の件）については、決議時点で候補者が逝

去しており、無効であることを確認するため、定款第３３条第２項の規定に基づく提案書

を全理事及び監事に発し、全理事の同意及び監事より異議のない旨の回答を得て、令和７

年６月１２日に可決した。 
 
２．定時評議員会 

令和７年６月１９日、１１時から令和７年度定時評議員会を開催 
議決事項 第１号議案 令和６年度事業報告及び収支決算の承認に関する件 

 
３．第２回理事会 

令和８年３月１２日、１６時から令和７年度第２回理事会を開催 
（１）議決事項  

第１号議案 令和８年度事業計画書及び収支予算書の承認に関する件 
（２）その他 

１．職務執行状況報告 
 
４．顧問等及び職員 

令和８年３月３１日現在の役員、顧問等及び職員数は、次のとおりである。 
役   員 顧 問 等 職   員 

理 事 長（常 勤） １ 顧  問（非常勤） ０ 上 席 研 究 員   ２ 

理  事（非常勤） ５   理事長付部長 ２ 

監  事（非常勤） １         総  務  部       ９（１）      

    広 報 事 業 部   １      

    企 画 調 査 部 １３（３） 

         砂防フロンティア研究所 ２０（２） 

      専門研究員  ２ 

    研究第一部 ９（１） 

   研究第二部  ９（１） 

   計 ７     計 ０     計  ４７（６） 

（注）（ ）内書は臨時職員等 
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Ⅱ  調 査 研 究 等 事 項 

 
 
事業概況 
 
令和７年度は、公益目的支出計画に基づく公益目的事業（継続事業）を着実に実施するとと

もに、収益事業として定款に基づく調査･研究事業（受託）にも積極的に取り組んだ。 
  公益目的事業としては、先導的な調査･研究テーマに関する自主研究並びに民間・大学との

共同研究を積極的に実施し、砂防指定地や土砂災害警戒区域等の砂防関連情報の整理･活用、

土砂の有効利用や流域監視・観測システム向上、みどりの評価、国内外における危機管理方策

の検討などに取り組むとともに、調査研究成果の情報提供のため、Web 発信や各種学会発表等

を実施した。 
また、「木村基金」による助成事業や（一財）日本宝くじ協会の助成を活用して「土砂災害警

戒区域等を明示した現地表示看板」の整備を進める他、砂防関連行事への協力･支援等を幅広

く実施した。 
  収益事業としては、定款に基づく調査･研究テーマに関する業務について積極的に取り組ん

だ。 
土砂災害防止対策基本指針の変更を踏まえ、土砂災害警戒区域等の抽出精度向上及び指定促

進に関する調査･研究を引き続き推進した。 
また、危機管理に関する調査･研究は、土砂災害防止法と災害対策基本法の内容に加え、近

年頻発する大規模土砂災害から得られた課題・教訓、今後想定される大規模地震を踏まえ、地

域の防災力向上につながる取り組みを進めるとともに、豪雨や地震に伴う深層崩壊や地すべり

による天然ダム形成や決壊、同時多発的な土砂災害や地震後の豪雨による複合災害など、大規

模土砂災害に対する中山間地域等の危機管理方策に関する検討を行った。 
  さらに、経済性、流域の状況等を考慮した砂防設備等の長寿命化･機能向上を図るための効

果的な維持管理･修繕･改築手法及び除石・除木処理計画の策定、施設管理への三次元データや

DX の活用、効率的な土砂や流木の処理方策、再生エネルギー分野との連携、都市山麓グリー

ンベルトやカーボンクレジット等 GX（グリーントランスフォーメーション）の推進、土砂災

害史料の整理及び歴史的･文化的価値を有する砂防設備の保全･利活用手法等に関する調査･研

究に取り組んだ。 
 一方、民間と共同開発した「土砂災害警戒区域等設定支援システム及び管理システム」など

の技術を積極的に活用し、「土砂災害警戒区域等の指定促進や管理業務」を支援するとともに、

「地方自治体や国の機関が保有する砂防関連情報のデータベース化」等の業務にも引き続き取

り組んだ。 
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令和７年度受託事業等内訳 
 

（単位：千円） 
委 託 者 等 別 件 数 受 託 等 金 額 
国 土 交 通 省 ４３ ７２３，２８２ 
地方公共団体  ２７ １７３，７２９ 
民     間    ５ ３３，４４７ 
合     計 ７５ ９３０，４５８ 

 
Ⅰ．委員会等の設置 
  令和７年度に設置した委員会等は、次のとおりである。 
◯ 砂防指定地内等における大規模な土地形質変更に伴う技術検討委員会（常設） 
◯ 砂防関係施設維持管理専門技術委員会（常設） 
◯ 砂防関係指定地管理専門技術委員会（常設） 
◯ 歴史・利活用専門技術委員会（常設） 
◯ 砂防の技術・管理に関する研究会（共同事務局） 
◯ 砂防の技術・管理に関する研究会分科会 砂防関係発生土の効率的な利活用に係るワー      

キンググループ 
◯ 砂防の技術・管理に関する研究会分科会 能登半島地震対応に関する座談会 
◯ 常願寺川砂防施設保存活用計画検討委員会（開催補助） 
◯ 新名神高速道路 田上山のり面対策検討会（開催補助） 

 
Ⅱ．調査研究等の事業の概要 
 １．公益目的支出計画事業 
［１］調査研究及び助成事業（継続事業１） 
（１）調査研究 

① 四国山地の大規模な土砂災害の研究（自主研究） 
② 砂防防災資材等ストックヤードに関する研究（自主研究） 
③ グリーンインフラ整備・管理に関する調査（自主研究） 
④ 砂防ボランティアによる地区防災計画策定支援について（自主研究） 
⑤ 諸外国における危機管理対応に関する事前準備状況調査（自主研究） 
⑥ 土砂災害警戒区域等設定支援システム（急傾斜地の崩壊編）に関する研究（自 
主研究） 

⑦ 土砂災害警戒区域等設定支援システム（地滑り編）に関する研究（自主研究） 
⑧ 土砂災害警戒区域等設定支援システム（土石流編）に関する研究（自主共同研究） 
⑨ 土砂災害警戒区域等設定支援システム（管理型調書作成ツール）機能改良（自主

共同研究） 
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（２）木村基金助成事業 
  令和７年度の助成事業として、下記の５事業に助成した。 

 
助成事業テーマ 砂防組織変遷等の記録編纂に係る支援事業 
実 施 期 間 
助 成 金 額 
申  請  者 

令和７年９月１日 ～ 令和７年１２月２６日 
金 ７７３，６３０円 
砂防組織経緯編纂会代表  森田 耕司 

助成事業テーマ 砂防施工管理研究に係る支援事業 
実 施 期 間 
助 成 金 額 
申  請  者 

令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 
金 １８０，０００円 
砂防施工管理研究会代表  大池 太士 

助成事業テーマ 砂防技術者教育の推進支援 
実 施 期 間 
助 成 金 額 
申  請  者 

令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 
金 ３，６００，０００円 
北海道大学大学院農学研究院 桂 真也助教外（計 1２名） 

助成事業テーマ 砂防教育の推進支援 

実 施 期 間 
助 成 金 額 
申  請  者 

令和７年５月１日 ～ 令和８年３月２７日 
金 １，５００，０００円 
砂防教育支援研究会代表  青木 勉 

助成事業テーマ 海外砂防技術協力史に関する調査支援 
実 施 期 間 
助 成 金 額 
申  請  者 

令和７年５月１日 ～ 令和８年３月２０日 
金 １，０００，０００円 
国際砂防協会会長 石川 芳治 

助成金額計 ７，０５３，６３０円 
 

（３）協賛・支援 
１）砂防ボランティア等に対する活動支援 

     ① 砂防ボランティア全国連絡協議会への支援・協力 
 ② 砂防ボランティア基金への支援・協力 
 ③ 砂防施工管理研究会への支援・協力 
 ④ 砂防新技術フォーラムへの支援・協力 
 ⑤ 砂防図書館への支援・協力 
 ⑥ （一社）国際砂防協会への支援・協力 
２）関係団体への協力・支援等 

① 熊本県砂防ボランティア協会の講演会「斜面判定士認定に必要な内容、砂防  
に関する最新の話題・知見等について」（7.5.14）に講師として今井理事長を派 
遣 

② 砂防学会関東支部の講習会（7.5.19）に講師として井上専門研究員を派遣 



- 5 - 
 

③ NPO 法人山口県防災・砂防ボランティア協会の講演会（7.5.20）に講師として 
蒲原上席研究員を派遣 

④ 国土交通大学校の令和７年度専門課程「土砂災害防止対策（警戒避難等）研

修」（7.5.21）に講師として西上席研究員を派遣 
⑤ 岩手県県土整備部の「土砂災害警戒区域等の設定に関する講習会」（7.6.20）
に講師として内山専門研究員を派遣 

⑥ 国土交通省国土技術政策総合研究所の「高度な土砂災害対策に従事する地方

整備局職員の育成支援プログラム」（7.6.25）に講師として山本理事長付部長を

派遣 
⑦ （一財）全国建設研修センターの令和 7 年度研修「土砂災害対策」（7.9.11）  
に講師として西上席研究員を派遣 

⑧ 最上川・赤川水系砂防ボランティア協会の「砂防ボランティア技術講習会」 
（7.10.30）に講師として今井理事長を派遣 

⑨ 砂防ボランティア協会（渡良瀬川・日光砂防・栃木県）による合同現地調査

（7.11.17）に専門家として亀江研究所長を派遣 
⑩ NPO 法人富山県砂防ボランティア協会の令和 7 年度「斜面判定士に関わる講 
習会（北陸信越地区）」（7.11.19）に講師として今井理事長を派遣 

⑪ 神奈川県県土整備局河川下水道部の「かながわの砂防事業 100 周年記念講演 
会」(7.11.21）に講師として井上専門研究員を派遣 

⑫ （一社）建設コンサルタンツ協会の「第 16 回砂防講習会」（7.11.26）に講師  
として蒲原上席研究員を派遣 

⑬ 静岡県砂防ボランティア協会の研修会（8.1.28）に講師として蒲原上席研究 
員を派遣 

⑭ 島根県砂防ボランティア協会の講習会（8.2.4）に講師として今井理事長を派

遣 
⑮ 近畿ブロック砂防ボランティア協会の「土砂災害に関する講習会」（8.2.6）に

講師として今井理事長を派遣 
３）後援・協賛した行事 

令和７年度土砂災害防止月間（7.6.1~30） 

    ２０２５火山砂防フォーラム（7.10.30～31） 
         令和７年度「雪崩防災週間」（7.12.1~7） 

         その他、砂防関係行事を後援、協賛した 
 
［２］土砂災害防止のための周知・啓発等事業（継続事業２） 

土砂災害から国民を守り、国土の保全と安全で快適な国民生活の向上に寄与するた

め、「土砂災害警戒区域等を明示した現地表示看板」を市町村に整備した。 
 
２．調査・研究等受託事業（収益事業） 
［１］砂防指定地等及びその周辺の保全整備と管理に関する調査研究並びに情報提供、 

提言及び指導 
  （１）砂防指定地等の管理のあり方に関する検討 --------------------------------------- ８件 
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    ・衛星画像を利用した土地利用の変化抽出等に関する検討 
  （２）砂防指定地等及びその周辺の管理に関する開発計画等の技術的指導 ------  ２件 

（３）砂防えん堤等砂防施設の保全・管理に関する検討他 
イ．歴史的砂防設備の保全・利活用等に関する検討 -------------------------------  ２件 
ロ．経済性、流域の状況を考慮した砂防施設等の効果的な維持管理・修繕・改築 
方策等に関する検討 ----------------------------------------------------------------------- ６件 

    ハ. 砂防設備の効率的な除石・除木処理方策に関する検討 ---------------------- １件 
    ニ．施設管理への三次元データやＤＸの活用  
    ホ．都市山麓グリーンベルトやカーボンクレジット等ＧＸ（グリーントランスフォー           

メーション）の推進 ---------------------------------------------------------------------- ３件 
      
［２］砂防指定地等及びその周辺の危機管理体制の整備等に関する調査研究 ---- ２２件 
（１）大規模土砂災害に対する危機管理のあり方に関する検討 
（２）大規模土砂災害を想定した中山間地域等の危機管理方策の検討 
（３）土砂災害防止のための地域防災力の向上方策に関する検討他 

 
［３］砂防事業等に関連する地域の利用並びに活性化のための調査研究 
（１）砂防設備等を活用した地域活性化に関する検討 -------------------------------- ５件 

 （２）土砂災害史料の整理とその利活用に関する検討 -------------------------------- ３件 
 
［４］砂防指定地等及びその周辺の砂防事業に関わる情報の管理に関する調査研究 

  （１）砂防指定地等砂防関連情報の管理システムの構築等 ----------------------- １０件 
（２）土砂災害警戒区域等の Web 配信システムの運営他 ------------------------------- ７件 

 
［５］砂防指定地等の指定・公示に関する調査研究 

  （１）土砂災害警戒区域等の設定に関する照査  ---------------------------------------- １９件 
（２）基礎調査の技術マニュアルの策定、特定開発行為の許可に関する基準 

策定他 ------------------------------------------------------------------------------------------- １件 
 
［６］砂防指定地等の指定・公示に係る技術的支援等に関する調査研究 
（１）土砂災害警戒区域等設定支援システムの開発及び提供・支援 

イ．土砂災害警戒区域等設定支援システム貸与 ------------------------------ ９８５本 
（２）三次元数値地図作成の技術指導及び照査 

イ．三次元数値地図成果品の照査 ---------------------------------------------------- ３２件 


